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ソーシャルインパクトボンドとは？

「ソーシャルインパクトボンド＝Social Impact Bond（SIB）」とは
2010年にイギリスで始まった民間資金を活用した官民連携による
社会課題解決の仕組みです。

＜よくある質問＞
Q1：「債券」なんですか？
「ボンド（Bond）」とありますが「債券」ではありません。

一般的な債券の特徴である「元本保証」や「市場での流動性」がなく、実
際に債券が発行された例もありません。

Q2：「投資」なんですか？

社会的投資の手法の一つになります。経済的な利益を目的とした株などに
対する一般的な投資と異なり、社会的な利益（社会課題解決など）を第一
の目的とし、経済的な利益も同時に目指す仕組みです。
※詳細は次ページ



通常の行政サービスの民間委託・補助事業

成果の有無にかかわらず
活動にかかった経費を基に対価を支払い
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成果連動支払い民間委託・補助事業

行政
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サービスを提供サービスの成果を
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3

成果に応じて
対価を支払う



外部資金提供者を巻き込んだ成果連動支払い＝SIB

成果に応じて
対価を支払う

民間資金提供者

資金調達

行政

事業者（NPO、民間企業等）

受益者

サービスを提供サービスの成果を
独立した評価機関
が評価・報告
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SIBを通じて達成したいこと

１．官民連携で公共サービスの提供を行なうこと

２．成果指標を開発し、事業の成果を可視化すること

３．成果志向の資金の流れを生むこと
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海外の動向

SIB実施事例：16か国60件以上、約220億円

アメリカ10, カナダ1

オーストラリア

欧州 45件

北米 11件

オセアニア 2件

韓国1, インド1
アジア 2件

イスラエル2

中東 2件

イギリス31, オランダ4,ドイツ1,
ベルギー1,ポルトガル1

スウェーデン1,フィンランド1
スイス1,オーストリア1

ペルー1

南米 1件
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中央省庁のSIBに係る動向
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厚生労働省

• 塩崎厚労大臣が「社会的インパクト投資シンポジウム」（2015
年5月）、「ソーシャル・インパクト・ボンド・セミナー」
（2015年11月）に登壇し、SIBに言及。

• 2016年より2月SIB本格導入に向けた検討会を開始。パイロット
事業の検証と今後のモデル事業設計に向けた検討を実施中

• 2015年度に虐待防止分野でのSIB導入可能性調査を実施するほ
か、2016年度よりSIB導入を見据えた認知症予防事業のアウト
カム指標設計事業を実施予定

経済産業省

• 2015年7月、ヘルスケア産業課が所管する健康寿命延伸産業創
出推進事業に基づき認知症予防SIBの実証事業を公文教育研究
所を筆頭とするコンソーシアムが受託。

• 2016年度は糖尿病重症化予防、がん検診率向上等ヘルスケア分
野でのSIB導入に向けた案件組成事業を実施中

内閣官房

• 2015年5月に伊藤地方創生大臣補佐官の指示で金融ワーキング
グループでの検討を開始

• 2015年6月、2016年6月閣議決定の「まち・ひと・しごと創生
基本方針 」にてSIBに言及。
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『日本再興戦略2016』（平成28年6月2日 閣議決定）

『④新たな健康寿命延伸産業の自立的創出に向けた環境整備

（略）高齢者に特有の疾患の解明や老化・加齢の制御について
の基礎研究の推進、自治体での健康寿命延伸に向けた産業育
成を促進するためのソーシャル・インパクト・ボンドの社会
実装に向けた検討を進める。』

『まち・ひと・しごと創生基本方針2016』（平成28年6月2日
閣議決定）

『◎若者の創業支援

・社会的ビジネス向けに、空き家等の不動産活用手法、広く受
益者から徴収するビジネス活性化地区などの独自財源活用手法、
社会的効果を見える化しその達成インセンティブを活用する社
会的インパクト投資方式など、官民でリスクシェアをするため
の方策について更に検討を深める。』

政府の成長戦略におけるSIBの位置付け
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国内の動向
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行政 対象分野 2015 2016 2017

児童養護横須賀市

若者就労
支援

尼崎市

福岡市等
7自治体

認知症
予防

実証事業
業務委託＋

厚労省モデル事業化検討
？

実証事業
厚労省

モデル事業化検討
？

実証事業
厚労省調査研究
（成果指標）

？

SIB組成
パイロット事業

厚労省 予算要求予定 モデル事業
児童養護、
就労支援等

SIB検討会
（16年1-3月）

がん検診
受診率向上

B市

A市
糖尿病

重症化予防

予算要求予定 本格導入予定

予算要求予定 本格導入予定
経済産業省

健康寿命延伸産業
創出推進事業

がん検診
受診率向上

がん検診
受診率向上

和泉市
（大阪府）

高石市
（大阪府）

東近江市
（滋賀県）

起業支援

実証事業 本格導入予定

実証事業 本格導入予定

本格導入
（成果連動型補助金）

日本財団

SIB組成公募事業



主なSIB推進体制
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SIB組成
＆成果報酬

契約

資金提供者

事業資金を提供

行政
サービス
提供者

サービス対象者第三者評価機関

中間支援組織

調達＆
全体管理

サービス提供

評価アドバイザ

進捗＆
成果管理

成果報告

社会的成果の評価

主に行政と中間支援組織が
中心となってSIBを組成



SIB導入プロセス概要
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主に中間支援組織が行政を支援し、以下のようなSIB導入プロセスを推進します。

サービス開始検討開始



事例紹介① 糖尿病重症化予防事業概要
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上位目標 市民の健康寿命の延伸

期待される
便益

• 市民のQOLの向上

• 治療にかかる医療費の適正化

• 死亡したり通院･入院したりすることで、労働ができないことによる逸失所
得の削減

事業目的 人工透析への移行予防

事業
実施体制

受益者 A市国保加入者の糖尿病性腎症患者（第3期～4期）
行政 A市
事業者 保健指導事業者
中間支援組織 調整中
資金提供者 銀行等（調整中）
独立評価機関 大学等（調整中）

事業内容 • 糖尿病性腎症で通院中の患者のうち、特に人工透析への移行リスクの高い

第3期～4期の患者を対象者とし、食事療法等の保健指導を行い、通常約

10%と言われる第4期から人工透析（第5期）への移行率を抑えることで、

人工透析への移行を予防。



事例紹介① 糖尿病重症化予防事業ロジックモデル
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活動 アウトプット アウトカムインプット

食事指導 食事の改善
（低蛋白、減塩、等）

適度な運動

QOLの維持/
向上

医療費の
適正化

ステージの維持/
透析移行予防

腎機能の
維持

血糖値の
改善

指導プログ
ラムの修了

看護師、保健師、
管理栄養士、等

独自のテキ
スト、

管理手帳

デバイス等、
機材

運動指導

ストレス

マネジメント指
導

過量飲酒の
減少

禁煙

面談、電話による
6ヶ月間のプログラム

保健指導プログラム 生活習慣の
改善

逸失所得の
削減

出所：日本医師会、日本糖尿病対策推進会議、厚生労働省（2016）「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」を参考に作成。

ステージ進行/
人工透析移行予防



事例紹介① 糖尿病重症化予防事業 保健指導プログラムの詳細（1）
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疾病予防プログラムのためのテキスト・自己管理手帳

取り扱うテキストや自己管理手帳は広島大学森山研究室で開発。研究により効果が証明済。

1ヶ月目 2ヶ月目 3ヶ月目 4ヶ月目 5ヶ月目 6ヶ月目 6ヶ月以降

主な指導内容

食事指導（低たんぱく、減塩、適正カロリー量など）、活動と休息のバランス、運動指導、ストレス

マネジメント、服薬指導、血糖管理（自己血糖測定など）、フットケア等。

データ追跡

保健指導プログラムの概要（面談3回電話9回の例）



事例紹介① 糖尿病重症化予防事業 期待される便益
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人工透析予防数 8人**

事業費 約0.2億円*

* 約2,400万円。保健指導に係る費用等のサービス提供費用。成果が目標を超えた場合に支払う成功報酬は含まず。

** 5年後の、介入群と非介入群の第5期患者数の差。保健指導実施によって、人工透析への移行率を約10%から約2.6%に抑えられると想定。

*** 第3期医療費=約43万円/年、第4期医療費＝約71万円/年、第5期医療費=550万円/年として計算。

医療費適正化効果 約1.5億円***



事例紹介① 糖尿病重症化予防事業 実施体制
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A市

独立評価機関
（大学、等）

②資金提供

③事業者の選定, 業務実施委託契約
④プロジェクト管理

中間支援組織

糖尿病性腎症患者
（第3期/4期）

事業者

⑤保健指導実施

⑥成果の評価

⑦評価結果報告

①業務委託契約

資金提供者

⑧成果に応じて
支払い

人工透析への
移行の予防

⑨利子・元本返済/配
当・償還

かかりつけ医
定期的な
受診

連携



事例紹介① 糖尿病重症化予防事業 支払条件
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成果指標 中間成果指標：生活習慣の改善者数

最終成果指標：ステージ進行/人工透析移行予防（患者数）

支払額 下記の条件に従って支払い。

評価方法 生活習慣の改善者数：

第三者評価機関による質問紙等による調査

ステージ進行/人工透析移行予防（患者数）：

保健指導を行う「介入群」の観察期間後の予後データと、過去の特定健診データ、レ
セプトデータから算出した予後データとを比較し、介入によるステージ進行/人工透
析移行予防の効果を評価する

指標 支払内容（パーセンテージ、金額は叩き台）

事業完了 サービス提供費の40%を支払い（＝最低保証額）

生活習慣の改善者数 サービス提供費の残り60%を改善者数の目標値で等分した額/1人

ステージ進行/
人工透析移行予防

第3期での維持：20万円/1人 *

第4期での維持：200万円/1人 * 

ただし、生活習慣の改善者数を超えた場合にのみ支払い、サービス提供

費の130%を上限とする。

* 想定される医療費適正化効果の範囲内で、事業者の採算性を考慮し決定。第3期で維持することによる医療費適正化効
果は約30万円/年、第4期で維持することの医療費適正化効果は約480万円/年と想定。



期待される
便益

• 雇用の増加

• 税収の増加

事業目的 コミュニティビジネスの立ち上げ

事業内容 • コミュニティビジネスをはじめようとする個人や事業体向けに1件あたり

50万円を自治体が補助するスタートアップ型の補助金事業。

• 2016年度採択の4事業について、成果目標を設定し目標が達成された場合

にのみ補助金を支払う、成果連動型補助金に転換。

• 事業に必要な資金は、地域の市民等から調達。

上位目標 地域の活性化

事業概要

出所：京都地域創造基金「東近江モデル 補助金改革型SIBが拓く住民自治」SIBパイロット事業報告会（20/16/10/17）配布資料より

事例紹介② 東近江市コミュニティビジネス支援事業 事業概要



今年度採択団体

出所：京都地域創造基金「東近江モデル 補助金改革型SIBが拓く住民自治」SIBパイロット事業報告会（20/16/10/17）配布資料より

事例紹介② 東近江市コミュニティビジネス支援事業 事業概要



行政

東近江市

独立評価機関

選考評価
委員会

②出資募集・
出資

③資金提供

中間支援組織

プラスソーシャル
投信株式会社

受益者

市民

事業者

補助金採択
個人・企業

⑥評価

⑦評価結果報告

①契約締結

資金提供者

地元企業、
金融機関、市民

⑧成果に応じて
支払い

⑨元本償還・
利子支払

事業実施体制

④非資金支援

⑤事業実施
（商品・サービスの提供）

出所：京都地域創造基金「東近江モデル 補助金改革型SIBが拓く住民自治」SIBパイロット事業報告会（20/16/10/17）配布資料を参考に作成

事例紹介② 東近江市コミュニティビジネス支援事業 実施体制



SIBを活用することの意義
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IoTを活用した新たな社会課題解決の取組みを発掘できる

プロダクト・イノベーションの創出

意義1

IoTを使ってデータマネジメントを改善することで成果連動

型事業の質を向上する

プロセス・イノベーションの創出

意義2


